
交渉結果報告書 
市長公室  人事課 

 
交渉内容    ２００９確定第１次要求書の回答交渉について 
交渉日時    平成２１年１１月１８日（水） １９時１５分～２２時３０分 
交渉場所    庁内８階大会議室 
交渉出席者   当局側 平本人事監 梅垣市長公室長 宇野次長 星川人事課長 

秋元主幹 蒲原主幹 山田給与係長 

組合側  田中執行委員長  副執行委員長 書記長 書記次長他執行委員等 計23人 

 
 
概    要 
 

09確定第１次要求書の回答交渉を行った 

 
組合の主張 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
① 昨日の交渉を踏まえ、当局として検討した結果は。 
 
② 住居手当について、今後引き上げも含めて、本市の在り方をしっかりと検討

すべき。 
 
③ 第２次要求について、他にも重要な項目があることから、基本給等の改善も

含め、引き続いて検討されたい。 

 
当局の主張 
 
 
 

 
① 現給保障対象者には、他の職員との均衡を図る観点から、現行の現給保障額

から減額が必要と考える。住居手当については、平成２２年４月１日から実

施することとするが、持家の月額４，１００円から５００円減額した３，６

００円としたい。 
 
② 住居手当は、全国の自治体で支給額は様々な状況であり、本市は過去の交渉

経過も含め、現在は結果的に京都府と同額になっていることは認識してい

る。京都府人事委員会の勧告では、来年度以降、住居手当の在り方を検討す

るとしているので、そういった状況を今後も注視していきたい。 
 
③ 今後も、誠実に交渉を重ねることによって、解決を図っていきたい。 
 
 

 


